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1. はじめに

1–1 研究背景と問題意識
障害者の就労意欲は年々急速に高まっており，

最近の 10 年間は精神障害や発達障害者の求職登
録が急激に増大するとともに，企業の雇用者数も
確実に増加する傾向にある．国もそういった障害
者が職業を通じて，自立した生活を送ることが
できるよう「障害者雇用促進法」を対象企業に
義務付けている．厚生労働省が発表した 2020 年
度の全国の障害者雇用状況によれば，民間企業
での障害者雇用数は 57,8292 人で，前年と比べて
3.29%（1 万 7683.5 人）増加した．これは 17 年

連続で過去最高の数字となっている．しかし一
方で，実雇用率においては昨年度 2.11% から 0.04
ポイント上昇し，2.15％となったが，雇用率を達
成している企業の割合は 2017 年度の 50.0％から
1.4％下がり，48.6％という結果となった．未だ
雇用義務のある半数の民間企業が未達成というこ
とが起こっている．そういった中で近年，一般
企業においてジョブコーチなどの有資格者を雇
用することで援助付きの障害者雇用が広がって
きている．ジョブコーチは 1986 年に米国のリハ
ビリテーション法の改正により「援助付き雇用」

（supported employment）と言う制度が誕生したが
きっかけとなり，その後，1980 年代後半にその
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考え方や手法を国および地方自治体が取り入れ，
就労支援を進めてきた．ジョブコーチは，一定期
間職場を訪問し，障害者が職場に適応し，事業主
が主体となって障害者を雇用管理できる体制に
移行することをめざして支援を行う．2002 年度
に「職場適応援助者（ジョブコーチ）」の事業を
厚生労働省が開始し，その後に「職場適応援助者
助成金」の制度が設けられた．この制度では 3 種
類のジョブコーチが存在する．1 つ目のタイプは
地域障害者職業センターに配置される配置型ジョ
ブコーチである．2 つ目は障害者の就労支援を行
うためにジョブコーチ支援事業に取り組む社会福
祉法人や NPO 法人等に雇用される訪問型ジョブ
コーチである．3 つ目が障害者を雇用する企業に
雇用され，職場適応支援を行う企業在籍型ジョブ
コーチである．武田（2021）によれば，ジョブコー
チを雇用することは企業の障害者雇用率を高める
ことにおいて大いに期待できるものである．しか
し一方でジョブコーチの雇用には多くの課題も存
在する．一つ目は，ジョブコーチの給与の課題で
ある．独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援
機構の「ジョブコーチ支援制度の現状と課題に関
する調査研究」（2013）によればジョブコーチの
月給のうち職場適応援助者助成金で支払われる割
合を調査したところ，その割合の平均は 24.1％で
あった．制度全体から見た課題として最も多かっ
た回答が「助成金の範囲ではジョブコーチの人件
費が払えないこと（58.3％）」となっており，「助
成金が日額制で収入が安定しないこと（55.9％）」，

「支給期間後のフォローアップは助成金の支給対
象でないこと（51.4％）」が半数以上の管理者か
ら課題とされている．またジョブコーチの年齢は，
30 歳代，40 歳代が中心で，現行の 1 日 14,200 円

（3 時間未満の場合は 7,100 円）では，法人側で必
要な諸経費を除くと人件費が支払えないと考える
法人が多い．二つ目は，ジョブコーチの安定雇用
の課題である．先の課題と同じく「ジョブコーチ
支援制度の現状と課題に関する調査研究」（2013）
によれば障害者の集中支援期及び移行支援期と，
フォローアップ期の平均的な実施期間と支援頻度
について調査したところ，集中支援期と移行支援
期の合計では，平均 11.9 週間で週 3.5 日の支援，

また，フォローアップは平均 4.5 カ月で，月 10.4
日の支援であった．

このことからジョブコーチ支援実施法人の管理
者が，ジョブコーチの安定雇用に関する課題とし
て最も多かった回答が「月毎の活動日数の変動が
大きいため，ジョブコーチを常時雇用することが
難しい（52.6％）」であった．続いて，「法人の都
合で常勤の JC が雇用しにくい（37.5％）」という
回答が挙げられた．三つ目は，ジョブコーチの人
材確保の課題である．先の課題と同じく「ジョブ
コーチ支援制度の現状と課題に関する調査研究」

（2013）によればジョブコーチの人材確保の課題
において最も多くの回答があがったのが「ジョブ
コーチの職務に合った人材がいない」であった．
また野村総合研究所グループによる「障がい者雇
用に関する実態調査」（2018）によると障害者の
雇用を行う上で「指導員の人材確保・育成」が最
も課題となっている．

これらのことから，法人にとってジョブコーチ
を常時雇用することはとても難しいことが明らか
である．そこで法人においては活動日数も変動す
ることから，現在雇用している従業員が通常の業
務と兼務しながら障害者の支援業務を行うことが
現実的である．ただしそこには障害者の支援を行
うための特有の行動特性が求められると考える．
行動特性はコンピテンシーとも言われるが，その
言葉は，1970 年代前半の米国文化情報局（USIA）
の職員採用選考をきっかけとして生まれたもので
ある．USIA では，このコンピテンシーという言
葉が生まれるまで，IQ の値や学歴を基準として
職員の選考を行っていた．しかし，学歴や知能レ
ベルが同等レベルにも関わらず，成果に差が出る
ことをもとにハーバード大学で動機づけ理論を研
究していた McClelland に原因の調査・究明を依
頼し，優秀な職員とそうでない職員を主に調査し，

「人の能力を測定する方法として，それまで学生

集中・移行支援 フォローアップ
最大 最小 平均 最大 最小 平均

支援期間 25 週間 2 週間 11.9 週間 12 か月 1 か月 4.5 か月
支援頻度 5.5 日 / 週 0.5 日 / 週 3.5 日 / 週 23 日 / 週 1 日 / 週 10.4 日 / 週

表 1　ジョブコーチ支援の実施期間と支援頻度

※「ジョブコーチ支援制度の現状と課題に関する調査研究」（2013）をも
とに筆者作成
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や社会人の間で広く認知されていた知能テスト
（intelligence test） や適性テスト（aptitude test） は，
社会人としての仕事や活動 （real life outcomes）で
の成功確率を占う手段としては信憑性が乏しい」
と指摘したことがコンピテンシーという言葉を
広げる発端となった．この論文を発表した後，
McClelland は米国務省の委託を受けて，若手外
交官の選抜方法の有効性の実証研究を行い①学業
成績や知能指数は外交官の業績の高低との間には
顕著な相関関係は認めらない，②外交官の職務に
ついて成功確率の高い人物には特徴的な行動特性

（competence）が認められると結論付けた．
そこで本研究では障害者を支援する従業員に求

められる行動特性の構成要素を明らかにすること
を目的としている．このことにより，法人や企業
で働く従業員から障害者を支援する人材の選定や
育成，生産性の向上や評価に役立つものにしたい
と考える．これまでジョブコーチの役割やスキル
および知的障害者とともに働く同僚，上司に関す
る研究はいくつか見られるが，法人や企業の従業
員がジョブコーチといった専門家ではなく，通常
の業務と兼務しながら障害者の支援業務を行うこ
とに関する研究はほとんどみられない．

2. 研究方法と本研究の意義

2–1 　研究方法
本研究では，従業員数が 50 人以上で障害者雇

用を行っている企業（2021 年 1 月末現在）にお
いて，現在または過去に障害者雇用に関わったこ
とがある担当者に質問票を用いて調査を行った．
調査結果について記述統計を用い，行動特性に関
する項目の平均値，標準偏差，最小値，最大値を
求め，障害者雇用の支援者に求められる行動特性
について探索的因子分析を行った．

2–2 　本研究の意義
障害者雇用は日本全体にとって大きな課題であ

る．その課題において障害者に対する人的支援は
非常に重要であるにも関わらず，法人や企業にお
いてジョブコーチを常時雇用することは大きな課
題が伴うため，現実的ではなかった．そこで本研
究では，障害者雇用を促進するために法人や企業
で障害者雇用を支援する従業員に求められる行動
特性を明らかにすることにより，法人や企業はも
ちろん，国全体が求める期待に対する効果をこれ
まで以上に高めるものとして，意義のあるものと
考えられる．

図 1　障害者が担当する業務の運用上の課題
※出典  野村総合研究所（2018）による図を一部修正
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3. 調査の概要

調査は A 調査会社に登録されている被調査者
のうち，従業員数が 50 人以上の企業で，障害者
雇用に関わった経験がある担当者 500 人に対して
インターネットによる調査を行った．

3–1 　回答者の企業の属性

3–1–1 　回答者の企業規模（正社員数）
企業規模と企業数（割合）は「50 人〜 300 人未満」

173 社（34.6 ％），「300 人 〜 500 人 未 満 」53 社
（10.6％），「500 人〜 1000 人未満」81 社（16.2％），
「1000人以上」193社（38.6％）という構成であった．

3–1–2 　回答者の職業
職業（割合）は「会社勤務（管理職）」421

人（84.2％），「会社経営（経営者・役員）」79 人
（15.8％）という構成であった．

3–1–3 　回答者の性別
性別（割合）は「男性」364 人（72.8％），「女性」

136 人（27.2％）という構成であった．

3–1–4 　回答者の年齢
年齢（割合）は「20 代」15 人（3.0％），「30 代」

70 人（14.0％），「40 代」164 人（32.8％），「50 代」
160 人（32.0％），「60 代以上」91 人（18.2％）と
いう構成であった．

3–1–5 　回答者の障害者雇用経験
障害者雇用経験は「現在，障害者雇用に関わっ

ている」411 人（82.2％），「過去に障害者雇用に
関わっていた」89人（17.8％）という構成であった．

3–1–6 　回答者の部署
部署（割合）は「営業」13 人（2.6％），「販売」

2 人（0.4％），「総務」17 人（3.4％），「経理」6
人（1.2％），「財務」11 人（2.2％），「人事」324
人（64.8％），「情報システム」4 人（0.8％），「経
営企画」74 人（14.8％），「事業企画」8 人（1.6％），

「マーケティング」1 人（0.2％），「製造」3 人
（0.6％），「商品開発」2 人（0.4％），「研究」4 人
（0.8％），「その他」31 人（6.2％）という構成であっ
た．

表 2　回答者の基本属性
属性
項目 カテゴリー 度数 ％ 属性

項目 カテゴリー 度数 ％

企業 
規模 

（正社員）

50 人〜 300 人未満 173 34.6%

部署

営業 13 2.6%
300 人〜 500 人未満 53 10.6% 販売 2 0.4%
500 人〜 1000 人未満 81 16.2% 総務 17 3.4%
1000 人以上 193 38.6% 経理 6 1.2%

職業
勤務（管理職） 421 84.2% 財務 11 2.2%
経営（経営者  役員） 73 15.8% 人事 324 64.8%

性別
男性 364 72.8% 情報システム 4 0.8%
女性 136 27.2% 経営企画 74 14.8%

年齢

20 代 15 3.0% 事業企画 8 1.6%
30 代 70 14.0% マーケティング 1 0.2%
40 代 164 32.8% 製造 3 0.6%
50 代 160 32.0% 商品開発 2 0.4%
60 代以上 91 18.2% 研究 4 0.8%

障害者 
雇用経験

現在関わっている 411 82.2% その他 31 6.2%
過去関わっていた 89 17.8%
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3–2 　質問項目
Spencer（1993） のコンピテンシー・ディクショ

ナリーの分類によると，ジョブコーチは 「支援・
人的サービス」 にかかわる従事者にあたる．そこ
で求められる行動特性としては 「インパクトと影
響力」「人材育成」「対人関係理解」「自己確信」「セ
ルフ・コンロール」「専門的能力」「顧客サービス
指向」「チームワークと協調」「分析的思考」など
があげられている．「支援・人的サービス」の分
類が同じである他の職種においての質問項目とし
て會田玉美（2011）の「作業療法士のコンピテン
シーに関する一考察」および，小牧・田中（1993）
の「職場におけるソーシャルサポートの効果」の
使用した尺度を参考に質問項目を作成した．質問
項目は 63 項目で，これらは行動の構成要素の因
子分析や尺度として開発された項目を参考にして
おり，従業員の行動特性を検討するうえで妥当性
があると考える．

4．本研究の検証方法

障害者雇用の支援者に求められる行動特性に関
する設問 63 項目の因子構造を明らかにするため
因子分析を行った．因子分析における初期解の推
定には，一般化した最小 2 乗法を用いた．また因
子の回転として直接オブリミン法を用いた．因子
数の決定にはカイザーガットマン基準を用いた．
なお回転後の因子負荷量が 0.2 以上の変数を因子
に該当させ，因子負荷量が 0.2 以上の変数が複数
因子にまたがっている場合には係数値が大きい因
子に該当させた．またどの因子においても係数値
が 0.2 未満を示している変数については解析から
除外し，繰り返し解析を行った．統計学的解析に
は SPSS ver.25.0 を使用し，有意水準は 5% 未満と
した．

5.　質問調査の分析

検証方法に基づき，分析を行った結果を表 1，
表 2 に示した．KMO（Kaiser–Meyer–Olkin）測度
は 0.98，バートレットの球面性検定は p<0.05 で
あり，因子分析を適用させることの妥当性が保証

された．表 1 に示すように 63 因子が抽出された．
第 1 因子は 26 項目で構成され，問 1 〜 21，問 23
〜 27 が抽出された．第 2 因子は 18 項目で構成さ
れ，問 46 〜 63 が抽出された．第 3 因子は 17 項
目で構成され，問 22，問 28 〜 42，問 45 が抽出
された．第 4 因子は 2 項目で構成され，問 43 〜
44 が抽出された．累積寄与率は 66.03% であった．
なお因子負荷量が 0.20 未満の変数は無かった．
Cronbach の α 係数を使用して内的妥当性につい
て検討した結果，いずれも α 係数は 0.80 を超え
ており，高い内的妥当性が確認された．

第 1 因子は，組織にとって効果的な意見を言え
ること，組織にとって自分が果たすべき役割や成
果に関する項目や，相手の態度や表情などの変化
を察知して最適な行動を起こす力に関する項目に
高い因子負荷量を示しており，組織や個人への
貢献に関する項目群がまとまったと判断し，「組
織や個人への貢献力」因子と命名した．Cronbach
の α係数は 0.98 で内的整合性が確認できた．第 2
因子は，組織において，個人がどのような強みを
伸ばすことで貢献できるかを常に考えることがで
きる，相手の気持ちを把握するために，失敗して
も様々な方法を取り入れることができる項目や，
組織のために自分自身の業務以外のことでも時間
を使って行動できる項目に高い因子負荷量を示し
ており，理性的な判断に関する項目群がまとまっ
たと判断し，「事実に基づいた判断力」因子と命
名した．Cronbach の α 係数は 0.97 で内的整合性
が確認できた．第 3 因子は，目先のことにとらわ
れず，常に 1 年以上先を見据えて考えることがで
きる項目やこれまでに取り組んだことのないこと
にも果敢に挑戦することができる，これまで取り
組んだことのない新しいことを積極的に取り入れ
ることができる項目に高い因子負荷量を示してお
り，理性的な判断に関する項目群がまとまったと
判断し，「好奇心を持った実行力」因子と命名し
た．Cronbach の α 係数は 0.96 で内的整合性が確
認できた．第 4 因子は，組織における理念や方針
を理解し，そのことを軸として行動することがで
きる項目や相手と意見の相違があったとしても，
互いの意見が最大限に発揮できるように努める項
目に高い因子負荷量を示しており，組織や個人と
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表 3　因子分析結果①
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表 4　因子分析結果②

固有値 寄与率 Cronbach の a 係数　 固有値 寄与率 Cronbach の a 係数　
因子 1 36.54 58 0.98 因子 3 1.81 2.87 0.96
因子 2 2.36 3.74 0.97 因子 4 0.89 1.42 0.85

表 5　因子分析結果③
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の調和に関する項目群がまとまったと判断し，「周
囲との調和」因子と命名した．Cronbach の α 係
数は 0.85 で内的整合性が確認できた．

6.　結論と今後の課題

6–1 　結論
本研究では障害者を支援する従業員に求められ

る行動特性の構成要素を明らかにすることを目的
としており，4 つの行動特性を抽出した．

第 1 因子は「組織や個人への貢献力」である．
この点に関して自由記述の中には「障害者の立場
に立って，何ができるかを常に考えてほしい」「自
分のメリットばかりを考えるのではなく，様々な
視点に立ちながら障害者社員のわずかな変化を感
じ取って，組織の全員が同じ方向を向いて業務を
行えるように努力してもらいたい」「多様性こそ
が組織が成長していくための重要な要素だと信じ
て，個々の障害者が組織に馴染めるように力を引
き出してもらいたい」という内容も示され，第三
者的な視点で，組織や個々の障害者にとって最も
効果的なことを常に考えて行動できる力が求めら
れていた．

第 2 因子は「事実にもとづいた判断力」である．
支援者の業務活動が必要なときは，その多くが業
務において何らかの課題が発生している状況があ
る．そういったときでも個人的な解釈による判断
ではなく，事実にもとづいて判断する力が求めら
れる．自由記述の中には「障害者に対して支援者
自身の先入観での判断で，感情的に対応すること
は避けてもらいたい」「障害者が思うように行動
してくれないときでも，感情的にならず，その人
の強みに意識を向けて指導してもらいたい」とい
う内容も示され，支援者の個人的な解釈ではなく，
事実にもとづいて判断する力が求められていた．

第 3 因子は「好奇心を持った実行力」である．
障害者によっては，コミュニケーションが苦手な
こともある．その場合には支援者の言ったことが
うまく理解できず，業務において失敗してしまう
ことが起こる．そういったケースにおいても常に
新しいノウハウや技術を取り入れて，果敢に他の
方法を試す実行力が求められる．自由記述の中に

は「企業活動，組織内活動において，これまでに
ない新しいものや不足する知識を得ようとする努
力を行うとともに，組織内で発生する課題にそれ
を活かしていただきたい」「根気良く，焦らずに，
障害者がどうすれば職場に一刻でも早く慣れて成
果をあげることができるのかを継続して考えてほ
しい」「想像力や好奇心が豊かで，相手の立場に
立って課題を見つけ，解決のための計画を一緒に
立てるよう配慮してもらいたい」という内容も示
され，うまくいかないことにも好奇心や想像力を
豊かにして対応していく力が求められていた．

第 4 因子は「周囲との調和」である．自由記述
の中には「自分のしてあげたいことではなく，組
織の目的を軸にして障害者に関わってほしい」「障
害者への対応はもちろんだが，組織で働く健常者
との関りにおいても良い調和を保ってもらいた
い」という内容も示され，うまくいかないことに
も好奇心や想像力を豊かにして対応していく力が
求められていた．

松井・小澤（2019）によれば，ジョブコーチに
求められる行動特性について「状況に合わせたコ
ミュニケーション力」「人間観察力」「感情コント
ロール」「情報共有とアドバイス」については共
通点が見られた．また障害者を支援する従業員に
求められる行動特性の構成要素として「好奇心を
持った実行力」は新たな行動特性として示された．
このことにより，法人や企業で働く従業員から障
害者を支援する人材の選定や育成，生産性の向上
や評価に役立つものと考える．

6–2 　今後の課題
今回，障害者を支援する従業員に求められる行

動特性の構成要素は明らかとなったが，一方で課
題も残る．今回は障害者の障害特性を分けること
なく調査を行った．しかし，身体障害，知的障害，
精神障害によって法人や企業の支援者に求められ
る行動特性に違いがあるかを明らかにすることも
必要である．また法人や企業の従業員に対して，
今回明らかとなった行動特性を短期間で習得する
には，内容に応じた研修プログラムや指導者の育
成も重要である．それらは次の機会に検討し論じ
ていきたい．
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